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注）高等学校事務手続き用手引きを本校独自に修正して掲載しております。 

１ 概要 

（１）趣旨 

奨学給付金は、全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、高等学校等に在

学する生徒・保護者等の授業料以外の経済的な負担を軽減するために給付金を支給する制

度である。 

 

（２）対象者 

申請年度の基準日において、次の①～⑤全てを満たす生徒の保護者等に支給する。 

① 就学支援金を受給する資格を有する者。 

② 認定基準⽇（令和 8 年 7 月 1 ⽇）現在、保護者等が愛知県内に住所を有する者。 

③ 愛知県内に住所を有する⽣活保護受給世帯⼜は保護者等全員の県⺠税所得割及び 

市町村⺠税所得割の合算額が所得基準に該当する者（家計急変による経済的理由か 

ら家計急変後の所得が所得基準に相当すると認められる者を含む）。 

④ 生徒又は保護者等が児童福祉法による見学旅行費又は特別育成費（児童養護施設 

等に入所する者、または里親の養育を受けている者が対象）の給付を受けていな 

い者（母子生活支援施設に入所する者は給付金を受けることができる）。 

 ⑤ 生徒又は保護者等が他の都道府県が実施する奨学給付金や、他の県が併給を禁じ 

る給付金等を受給していない者。 

 

（３）保護者等について 

学校教育法第 16条に規定する保護者その他の⾼校⽣等の就学に要する経費を負担すべき

者であり、次のとおりとする。 

 

① ⾼校⽣等に保護者（親権を⾏う者（親権を⾏う者がいないときは、未成年後⾒⼈） 

がいる場合は当該保護者とする（ただし、次のⅰ〜ⅳを除く）。 

ⅰ）児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 33 条の２第１項、第 33 条の８第２項⼜は第 47 条第２項 

の規定により親権を⾏う児童相談所⻑  

ⅱ）児童福祉法第 47 条第１項の規定により親権を⾏う児童福祉施設の⻑ 

ⅲ）⺠法（明治 29 年法律第 89 号）第 857 条の２第２項の規定により財産に関する権限のみを⾏使すべ 

きこととされた未成年後⾒⼈ 

ⅳ）ⅰ～ⅲのほか、⾼校⽣等が就学に要する経費の負担を求めることが困難であると認められる保護者 

② ⾼校⽣等に保護者がいない場合は、当該⾼校⽣等とする（主として他の者の収⼊に 

より⽣計を維持している場合にあっては、当該他の者）。 

③ 在学中に⾼校⽣等が成⼈を迎えた場合については、当該⾼校⽣等が在学中の間は、 

保護者であった者を「他の者」（主たる⽣計維持者）とすることとし、保護者が 2 

名の場合は「他の者」も 2名として取扱うこととする。 
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（４）補助内容（全日制・私立） 

  世帯区分 要件 支給額 

低所得世帯Ⅰ 

（生活保護受給世帯） 
『生業扶助』を受給している 52,600円 

低所得世帯Ⅱ 

（住民税所得割非課税世帯） 

保護者全員の所得割合算額が 

0円～99円（⾮課税）である 
152,000円 

中所得世帯Ⅰ 

（年収 270〜380万円相当の世帯） 

保護者全員の所得割合算額が 

100 円～105,499 円である 
50,670円 

中所得世帯Ⅱ 

（年収 380〜490万円相当の世帯） 

保護者全員の所得割合算額が 

105,500円～182,499 円である 
38,000円 

  ※ 令和８年度は、全世帯が新制度対象者であるため、旧制度表は省略。 

  ※ 所得割額の算定において、100円未満は切り捨てることとする。 

 

（４）申請について 

  ア 受領方式 

    本校は代理受領方式を採用する。全学年一斉に申請を行い、受給資格認定後に県

から支給を受けた後、申請者へ一括給付することとする。 

  イ 提出書類 

   ① 共通書類 

    ・高等学校等奨学給付金支給申請書（様式１-１） 

※ 学校ホームページより取得してください。 

② 要件ごとの必要書類 

    ・次項「ウ 確認方法」に記載の各種証明書  

  

ウ 確認方法（下記のいずれかですべての証明書が提出できる世帯のみが対象です） 

① 低所得世帯Ⅰ（生活保護世帯）  

・生活保護受給証明書（生業扶助）（令和８年７月１日以降に発行されたもの） 

 

② 低所得世帯Ⅱ・中所得世帯Ⅰ・中所得世帯Ⅱ  

・保護者全員分の令和８年度 課税（非課税）証明書（原本） 

※ 各ご家庭で所得割合算額（100 円未満切り捨て）を確認してから申請してください。  

※ 本紙 １ 概要（３）補助内容（全日制・私立）表内「要件」をご参照ください。 

 

  エ 注意事項・補足 

① 対象者の要件について（補足） 

    愛知県内在住の生徒（保護者等）を対象とし、在住要件に注意すること。 

    ⅰ）保護者等の一方が愛知県外に在住する場合、原則として生徒と同居する保護 
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者等（＝申請者）が愛知県内在住であれば、他県の給付金を申請していない 

か確認した上で愛知県の給付金の対象とする。 

    ⅱ）単⾝赴任等の場合は、保護者等が⽣活の本拠と考える都道府県からの給付と

なる。また、海外赴任等で⽇本国内に住所を有しないことから、保護者等全

員の課税証明書等を提出できない場合は補助対象外とする。 

  ② ７月１日における休学者等の取扱 

     対象生徒が７月１日時点において休学中である場合は支給しないが、申請年度

の１１月末までに復学した上で申請があった場合は支給対象とする（復学等の後

に要件を満たした場合は支給対象とはならない）。 

   ③ 外国籍の取扱（補足） 

⽇本国内に住所を有していれば、外国籍の者であっても対象となる（保護者等 

が不法滞在者の場合は補助対象外）。 

   ④ 保護者（親権者）が再婚した場合の取扱（補足） 

再婚相⼿が⽣徒と養⼦縁組等を⾏わないことにより⽣徒の親権者とならない場 

合は、当該者は、奨学給付⾦における保護者には該当しない。 

⑤ 家計急変による申請および着⽤を義務付けられている制服が災害等により喪失 

・毀損したこと、再度、制服の購⼊が必要であることの追加支給については別途 

本校事務課まで問い合わせること（別申請が必要）。 

 

２ 申請受付期間 

（１）申請期間：令和８年７月１日（水）～７月１６日（木） 

 

参 考 年間スケジュール（変更となる場合があります） 

７月頃  生徒（保護者）→学校へ申請（全学年） 

７月～９月  県審査期間・受給資格の認定 

９月～１０月 県→学校へ補助金交付 

１１月頃   生徒（保護者）へ振込（予定） 

 

※ 家計急変および復学による申請については随時受付を行うものとする。 

 ※ 国の進行スケジュールに伴い時期が変更となる場合があります。 
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記入例１ 

✓ 
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記入例２ 
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● 令和８年度　課税（非課税）証明書

・保護者全員（親権を有する 父・母）それぞれ１通ずつ提出してください。

・控除対象配偶者（専業主婦・パート等）の方、無職や所得が無い方も提出が必要です。

・役所窓口で下表を提示し「令和８年度の市町村民税所得割額および県民税所得割額が記載

　された課税証明書」を発行したい旨を申し出てください。

・市区町村により証明書の様式や名称が異なりますのでご注意ください。

・非課税の場合、「非課税証明書」の名称となる場合があります。

・プライバシー保護のため、証明書等は各自で封筒に入れ糊付けをして提出してください。

・「給与所得等に係る市民税･県民税･森林環境税 特別徴収税額通知書」は提出不可です。

※提出期限に間に合わない場合は、間に合わない理由と証明書の提出可能な日付を記載した

　メモを提出してください。

 ※原本を提出してください。（コピー不可）

 課税（非課税）証明書の提出について

豊川 花子

１－１－３５

賦課期日　豊川市○○○○番地○○ 氏　名　　○○　○○

現在住所

生年月日

所得区分 所得金額（円） 所得金額（円） 控除額（円） 人 数

特 別 障 害

（ ） その他 障害

(給与収入) （ ） 特 定 寡 婦

給 与 所 得 （ ） ( 内 同 居 ) （ ） ひ と り 親

老 人 勤 労 学 生

16 歳 未 満 未 成 年

そ の 他

( 内 同 居 ) （ ） そ の 他

特 別

市分控除額(円) 県分控除額(円)

(公的年金収入) （ ）

雑

所 得 割 額 所 得 割 額
所得割減免

額
所得割減免

額
均 等 割 額 均 等 割 額
均等割減免

額
均等割減免

額

上記のとおり相違ないことを証明します。

　　令和○年○月○日

令和 ８年度 （令和 7年分）　　課 税 所 得 証 明 書

本人該当

総所得金額

営 業 等

配 偶 者

老 人 配 偶 者

扶養控除所得区分 所得控除の内訳

雑 損

医 療 費

農 業
障
害

生 命 保 険 料

地 震 保 険 料

寄 附 金

障 ･ 寡 ･ ひ ･ 勤

扶
　
養

社 会 保 険 料

小 規 模 共 済

配 偶 者

利 子

配 当

譲渡・一時

課 税 標 準 額

雑 繰 越 損 失

株式繰越損失

扶 養

基 礎

所得控除合計

総 合

分 離 短 期

繰 越 損 失 額

分 離 長 期

合計所得金額

総所得金額等

分離短期譲渡

（特別控除）

分離長期譲渡

（特別控除）

上場株式等の

配当（分離）

株 式 譲 渡

先 物 取 引

山 林

総 合 退 職

純 繰 越 損 失

不 動 産

森林環境税額（円）

森林環境税免除額（円）

先物繰越損失
居住用繰越損

失

市民
税

（円
）

株 式 譲 渡

先 物 取 引 等

市 県 民 税 額 (円）

配 偶 者 特 別

○○　○○
愛知県豊川市長

税 額 控 除 の 内 訳

調 整 控 除

住 宅 借 入 金

寄 附 金

調 整 額

その他税額控除等

配 当 ・ 譲 渡 割

備
　
考

県民
税

（円
）

余白右下に
学年・組・出席番号・生徒氏名を記入

※必ず確認※ 令和８年度の証明書であるか

見 本

※必ず確認※
市町村民税所得割額・県民税所得割額の記

載があるか

別紙１ 
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別紙２ 
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